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令和 5年度 12 月補正予算（追加提案含む）の概要について 

 

一般会計補正予算の主な内容 

 

【議会事務局】 

○議会運営事業 新規                             【4,032 千円】

議員への相談場所として、庁舎内に議員談話室(仮称)を設置するための改修工事に必要な経費等を 

新規計上する。 

 

【住民課】 

○戸籍住民基本台帳事務事業                         【6,970 千円】 

戸籍法の改正により、戸籍の附票や住民票の記載事項に個人氏名の振り仮名表記が追加されること

に伴い、システムの整備に必要な経費等を増額補正する。 

○県単独福祉医療費助成事業 新規                                     【2,185 千円】 

 令和６年度より滋賀県の福祉医療費助成制度について、高校生等も対象となる予定であることから、

システムの整備に必要な経費を新規計上する。 

 

【福祉保健課】 

○障害者総合支援事業                            【12,089 千円】 

 次年度の障害福祉サービス報酬改定に伴い、障害者自立支援給付審査支払等システムの整備に必要

な経費を新規計上するとともに、利用見込みの増に伴う障害福祉サービス給付費の増加に対応するた

めの経費を増額補正する。 

○価格高騰重点支援事業（低所得者世帯支援（追加支援））追加提案       【122,816 千円】 

 エネルギー・食料品等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が大きい低所得世帯を

支援するため、住民税非課税世帯に対して１世帯あたり７万円の給付金を支給するための経費を計上

する。 

○物価高騰対応重点支援事業（生活者支援） 追加提案                    【47,890 千円】 

エネルギー・食料品等の物価高騰による負担増を踏まえ、低所得世帯のうち住民税均等割のみ課税

世帯に対して１世帯あたり１０万円の給付金を支給するための経費を計上する。 

○低所得子育て世帯支援事業 追加提案                    【21,711 千円】 

エネルギー・食料品等の物価高騰による負担増を踏まえ、住民税非課税世帯および均等割のみ課税

世帯に対し、当該世帯において扶養されている１８歳以下の児童１人あたり５万円の給付金を支給す

るための経費を計上する。 

 

【学校教育課】                              

○小学校管理運営事業 新規                          【1,595 千円】 

  必佐小学校のプールサイド床の修繕工事を新規計上するとともに、日野小学校の簡易印刷機の更新

に伴い、必要となる経費を増額補正する。 

   

【図書館】 

○図書館管理事業 新規                            【2,115 千円】 

 日野町立図書館（２期棟）空気調和設備の改修に伴い、基本設計委託業務に必要な経費を新規計上

する。 
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特別会計補正予算の主な内容 

【長寿福祉課】 

○介護保険特別会計補正予算（第２号） 新規                【△155,980 千円】 

 介護保険報酬改定等に伴うシステム改修に必要な経費を新規計上する一方、サービス給付費等の執

行見込みに応じて、介護給付に要する経費を減額補正する。 

 


